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1 「過当競争」という伝統的な経済学的にとっては矛盾した表現について，伊藤元重・清野一治・奥野正寛・鈴村興
太郎［1988］『産業政策の経済分析』（東京大学出版社）は詳しく議論している． 
2 『21 世紀経済報道』2005 年 11 月７日，「発改委： 国産手機退出機制尚未考慮」 
3 木村公一朗［2005］「中国携帯電話端末メーカーの成長： 販売重視から自社開発の模索へ」，今井健一・川上桃
子（共編）『東アジア情報機器産業の発展プロセス』日本貿易振興機構アジア経済研究所調査研究報告書所収． 

















































































13 『通信産業報』2005 年 11 月 28 日，「技術＋渠道，問診“黒手機”」 
14 「核準」を，「審査のうえ許可する」と訳した． 
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て約 10 社が新たに認可を受けている．新しい産業政策の導入によって，参入の基準が以前よ
りは透明化したようであるが，依然として参入を認める企業の判断基準がこれで適当であるか
は分からない．それと同様の理由で，退出メカニズムとしてその判断基準を設けたとしても，
退出しにくい環境や基準が不明瞭であるよりは良いかもしれないが，やはり，ゆがみを生まな
いような適当な基準をもうけることができるという保証はない． 
産業の技術的な特徴によって最適な企業数を超える企業が参入する可能性があっても，その
ことが産業政策の妥当性を手放しに保証するものではない以上，効果的な産業政策を打ち出す
ことは本質的にむずかしいようである． 
 
以上 
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